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重要文化財建造物等保存活用計画について 

（第 4章防災計画の修正、第 5章 活用計画、第 6章 保護に係る諸手続き） 

１ 第 4章 防災計画（修正） 

第 1節-2(5) 消火体制(p.136) 

・消防隊による消火活動に対する自衛消防組織の動きを加筆

・各種訓練に図上訓練の結果を加筆

第 1節-2(6) 避難誘導(p.138) 

・避難誘導の記載がなかったため、項目を追加

・避難誘導に対する考え方を整理

第 1節-4(2) 設備整備計画(p.145) 

・火災警報設備は、次回更新のタイミングで R型受信機を導入

・避雷ブレーカーによる漏電設備、監視カメラ・炎感知器による監視設備を追加

・消火設備は、屋内消火栓・屋外消火栓の新たな設置を中心に、消火器の複数設置なども

行い、放水銃・スプリンクラー・連絡送水管の導入を検討する

・その他、自動通報設備の導入を追加

第 1節-4(3) 保守管理計画(p.149) 

・定期点検、保全更新計画、樹木の管理を追加

２ 第 5章 活用計画 

第 2節 公開計画(p.158) 

・計画区域における各種公開内容を整理

・門の一般公開、西南隅櫓の特別公開、先端技術を活用した非公開中の活用方針を記載

第 3節 活用基本計画(p.160) 

・建築計画として、動線計画などの平面計画と保存活用に係る施設等整備計画を整理

・外構及び周辺整備計画、管理・運営計画を記載

第 4節 実施に向けての課題(p.165) 

・活用基本計画において課題や実施の見通しなどについて記載

３ 第 6章 保護に係る諸手続き 

建造物に関する各種手続きについて記載(p.168) 

・現状変更許可が必要な行為を整理

・保存に影響を及ぼす行為の許可が必要な行為を整理

・き損届、修理届(届出不要の行為)の届出について整理
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４ 重要文化財建造物等保存活用計画 目次・進捗管理表（2025 年 10 月 17 日時点） 

 

1 計画の作成 済 24/9/18

2 文化財の名称等 済 24/9/18 25/1/31

3 文化財の概要 済 24/9/18 25/1/31 25/6/2

4 文化財保護の経緯 済 24/9/18 25/1/31

5 保護の現状と課題 済 24/9/18 25/1/31

6 計画の概要 済 24/9/18 25/1/31 25/6/2

1 保存管理の現状 済 24/9/18

2 保護の方針 済 24/9/18 25/1/31 25/6/2

3 管理計画 済 25/6/2

4 修理計画 保留 25/6/2

1 環境保全の現状と課題 済 25/1/31 25/6/2

2 環境保全の基本方針 済 25/1/31

3 区域の区分と保全方針 済 25/1/31

4 建造物の区分と保護の方針 済 25/1/31

5 防災及び環境保全上の課題と対策 済 25/1/31

1 防火・防犯対策 修正 25/6/2 25/10/17

2 耐震対策 修正 25/6/2 25/10/17

3 耐風対策 修正 25/6/2 25/10/17

1 公開その他の活用の基本方針 新規 25/10/17

2 公開計画 新規 25/10/17

3 活用基本計画 新規 25/10/17

4 実施に向けての課題 新規 25/10/17

6 保護に係る諸手続き 新規 25/10/17
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建造物部会

 A 本編
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3

目　次

1 計画の概要

保存管理計画

環境保全計画

防災計画

活用計画

絵葉書に写された重要文化財(建造物)

その他関連古写真・絵図等

既往の建造物修理箇所の整理

城内保存古材一覧

文化財保護に係る関係法令（関係部分抜粋）

 B 資料編

重要文化財(建造物)関連年表

櫓・小天守仕様比較、櫓類例調査

ガラス乾板写真

昭和実測図
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名古屋城重要文化財建造物等保存活用計画 
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計画の概要 

第１節 計画の作成 

第２節 重要文化財(建造物)の名称等 

第３節 重要文化財(建造物)の概要 

第４節 重要文化財(建造物)保護の経緯 

第５節 保護の現状と課題 

第６節 計画の概要 

第1章 
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図 1-1 名古屋城縄張 (『元禄十年御城絵図』名古屋市蓬左文庫蔵) 
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図 1-2 名古屋市位置図 

 

名古屋市 
 

伊勢湾 

 

三重県 

 

岐阜県 

 

愛知県 

 

岐阜県 

 

N 

図 1-3 名古屋城(計画区域)位置図(国土地理院地図に加筆) 

 

名古屋城(計画区域) 

名古屋駅 

黒川(堀川) 

庄内川 

N 

堀川 

名古屋テレビ塔 

愛知県庁 

名古屋市役所 
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第１節 計画の作成 

(１) 計画作成年月日 令和８年(2026)３月 31 日 

(２) 計画作成者   名古屋市 

(３) 計画期間        計画期間は 10 年とし、 

令和８年(2026)４月１日から令和 18 年(2036)３月 31 日までとする。 

(４) 所在地     愛知県名古屋市中区本丸１番１号 

 

第２節 重要文化財(建造物)の名称等 

１．重要文化財(建造物)の名称、構造及び形式 

 本計画の対象となるのは、国指定特別史跡名古屋城跡に位置する重要文化財(建造物)６棟及び

重要文化財(建造物)に準ずる２棟の計８棟である(表 1-1、図 1-4)。本計画ではこれらを総称して

「重要文化財(建造物)」と呼ぶ。なお、現在表二の門附属土塀(A04’)は特別史跡名古屋城跡の構成

要素であるが、今後重要文化財(建造物)としての指定を目指すことから、本計画ではその他の重要

文化財(建造物)と同等に扱うものとする。 

 

表 1-1 重要文化財(建造物)の名称及び構造・形式  

重要文化財(建造物) 

番号 名 称 員数 構造・規模・形式 指定番号 指定年月日 

A01 名古屋城西南隅櫓 １棟 
二重三階、本瓦葺(※１) 

416.4 ㎡     
建第 866 号 

昭和５年 (1930)12

月 13 日 

A02 名古屋城東南隅櫓 １棟 

二重三階、本瓦葺(※１) 

418.62 ㎡    
建第 866 号 

昭和５年 (1930)12

月 13 日 

附 板札一枚 宝永七寅年三月ゟ十一月迄二出来の記がある 

A03 名古屋城西北隅櫓 １棟 
三重三階(※２)、本瓦葺(※１) 

505.71 ㎡     
建第 866 号 

昭和５年 (1930)12

月 13 日 

A04 名古屋城表二の門 １棟 高麗門、本瓦葺(※１) 建第 866 号 
昭和５年 (1930)12

月 13 日 

A04’ 
名古屋城表二の門 

附属土塀 
２棟 土塀、本瓦葺  － － 

A05 
名古屋城二之丸 

大手二之門 
１棟 高麗門、本瓦葺(※４) 建第 1957 号 

昭和 50 年(1975) 

6 月 23 日 

A06 
名古屋城旧二之丸 

東二之門 
１棟 高麗門、本瓦葺(※４) 建第 1957 号 

昭和 50 年(1975) 

6 月 23 日 

計画の概要 
第1章 

38建造物 
資料1



   

9 

 

第
1

章 

計
画
の
概
要 

※１ 文化財保護委員会告示第 37 号(昭和 31 年(1956)6 月 28 日)による重要文化財追加指定の告示から引用。これ以前の告示として、文部省

告示第 239 号(昭和 5 年(1930)12 月 13 日)による城内建造物 24 棟の国宝(旧国宝)指定があり、文部省告示第 179 号(昭和 24 年(1949)10

月 13 日)で戦災によって焼失した 20 棟が指定解除された。戦災を免れた４棟は昭和 25 年(1950)8 月 29 日の文化財保護法施行をもっ

て重要文化財に指定された。 

※２ 文部省告示第 179 号(昭和 24 年(1949)10 月 13 日)では「三層櫓、屋根二重」、重要文化財指定書(昭和 25 年(1950)8 月 29 日)、文化財

保護委員会告示第 37 号(昭和 31 年(1956)6 月 28 日)では「二重三階」と記されているが、正しくは三重三階である。なお、文部省告示

第 239 号(昭和 5 年(1930)12 月 13 日)では「三層櫓、屋根三重」となっている。 

※３ 文部省告示第 239 号(昭和 5 年(1930)12 月 13 日)では「名古屋城表二之門」となっているが、文部省告示第 179 号(昭和 24 年(1949)10

月 13 日)では「名古屋城表二ノ門」となり、重要文化財指定書(昭和 25 年(1950)8 月 29 日)、文化財保護委員会告示第 37 号(昭和 31 年

(1956)6 月 28 日)では「名古屋城表二の門」に変更されている。 

※４ 文部省告示第 103 号(昭和 50 年(1975)6 月 23 日)から引用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

図 1-4 特別史跡名古屋城跡 城内配置図 
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２. 所有者等の氏名及び住所 

 重要文化財(建造物)の所有者及び住所は表 1-2 に示す通りである。対象となる重要文化財(建造

物)のうち、二之丸大手二之門及び旧二之丸東二之門は財務省の所有であるが、文化庁告示第 25

号(昭和 53 年(1978)12 月６日)により、名古屋市が管理団体として指定されているため、その他

の重要文化財(建造物)と併せて名古屋市が計画の策定を行う。 

 

表 1-2 所有者等の氏名及び住所 

重要文化財(建造物) 

番号 名 称 土地所有者 建物所有者 住 所 管理団体 住 所 

A01 名古屋城西南隅櫓 

名古屋市 名古屋市 

名古屋市中区 

三の丸三丁目 

１番１号 

－ － 

A02 名古屋城東南隅櫓 

A03 名古屋城西北隅櫓 

A04 名古屋城表二の門 

A04’ 
名古屋城表二の門 

附属土塀 

A05 
名古屋城二之丸 

大手二之門 
財務省 

財務省 

東京都千代田区

霞が関三丁目 

１番１号 

名古屋市 

名古屋市中区 

三の丸三丁目 

１番１号 

A06 
名古屋城旧二之丸 

東二之門 
名古屋市 

文化財保護法第３１条第２項による規定、文化庁告示第 25 号(昭

和 53 年(1978)12 月 6 日)により指定(※１,２) 

※１ 国有財産法第 22 条第 1 項の規定に基づき、東海財務局と無償貸付契約を締結。 

※２ 二之丸大手二之門は土地及び建物が財務省、旧二之丸東二之門は建物が財務省所有。 

 

また、上記重要文化財(建造物)は特別史跡名古屋城跡として指定されている範囲(図 1-5)のうち、

財務省及び名古屋市が所有する土地で(図 1-6)、かつ有料区域として名古屋市が管理する範囲内 

(図 1-7)に位置する。ただし、二之丸大手二之門は有料区域外にある財務省所有の土地に位置す

る。 
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図 1-5 特別史跡指定範囲 

 

図 1-6 特別史跡指定地の所有区分 
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